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新生ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社

情報提供資料

この度、新生インベストメント・マネジメント株式会社は、株式会社格付投資情報センター（R＆Ｉ）が主催する

「R＆Ｉファンド大賞2021」において、以下の部門で最優秀ファンド賞を受賞いたしましたので、お知らせいたします。

弊社では、今回の受賞を励みとし、今後もより一層のお客様の資産運用のお役に立てるような運用商品ならび

にサービスの提供を行う所存でございます。引き続き、ご愛顧のほどよろしくお願い申し上げます。

「R&Iファンド大賞」は、R&Iが信頼し得ると判断した過去のデータに基づく参考情報（ただし、その正確性及

び完全性につきR&Iが保証するものではありません）の提供を目的としており、特定商品の購入、売却、保

有を推奨、又は将来のパフォーマンスを保証するものではありません。当大賞は、信用格付業ではなく、

金融商品取引業等に関する内閣府令第299条第1項第28号に規定されるその他業務（信用格付業以外の

業務であり、かつ、関連業務以外の業務）です。当該業務に関しては、信用格付行為に不当な影響を及ぼ

さないための措置が法令上要請されています。当大賞に関する著作権等の知的財産権その他一切の権

利はR&Iに帰属しており、無断複製・転載等を禁じます。

R＆Iファンド大賞 2021

「最優秀ファンド賞」受賞のお知らせ

カテゴリー 賞 ファンド名称

インド株式 最優秀ファンド賞 新生・UTIインドファンド

●投資信託部門

※「新生・UTIインドファンド」のR＆Iファンド大賞の受賞は10年連続となります。
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新生インベストメント・マネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第340号
加入協会：一般社団法人投資信託協会/一般社団法人日本投資顧問業協会

＜本資料に関してご留意頂きたい事項＞

・当資料は、新生インベストメント・マネジメントが情報提供を目的として作成したものであり、投資勧誘を目的とし
たものではありません。
・本資料の内容は作成日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

・本資料は信頼できると判断した情報をもとに作成しておりますが、その正確性、完全性等を保証するものではあ
りません。

・投資信託は値動きのある資産（外貨建て資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基
準価額は変動します。したがって、元金を割込むことがあります。また、投資信託は預貯金とは異なります。

【投資信託に関わるリスクについて】

投資信託は一般的に、国内外の株式や公社債など値動きのある有価証券へ投資します。有価証券は市場環境、
有価証券の発行会社の業績、金利の変動等により価格が変動するため、投資信託の基準価額も変動し、損失を被
ることがあります。また、外貨建ての資産に投資する場合には、為替の変動により損失を被ることがあります。その
ため、投資信託は元本が保証されているものではありません。したがいまして、投資元本が保証されているもので
はなく、これらの運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。又、投資信託は、個別の投資信託毎に投
資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国が異なることから、リスクの内容が異なりますので、ご投資
に当たっては各投資信託の投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

【投資信託にかかる費用について】（消費税率が10％の場合）
購入時に直接ご負担頂く費用：購入時手数料 上限3.85％（税込）
換金時に直接ご負担頂く費用：信託財産留保額 上限0.5％
投資信託の保有期間中に間接的にご負担頂く費用：運用管理費用（信託報酬）上限 2.585％（税込）

その他費用：監査報酬、有価証券売買時の売買委託手数料、信託事務等に要する諸費用、などファンドの信託財
産を通じて間接的にご負担いただきます。間接的な費用のご負担額に関しましては、ファンドによって異なりますの
で、その料率、上限額等を具体的に示すことができません。

当該手数料等の合計額につきましては、投資者がファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示する
ことができません。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）などでご確認ください。

＜ご注意＞

上記に記載していますリスクや費用につきましては、一般的な投資信託を想定しています。費用の料率につきまし
ては、新生インベストメント・マネジメントが運用するすべての投資信託のうち、徴収するそれぞれの費用における
最高の料率を記載しています。

投資信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、投資される際には、事前に投資信託
説明書（交付目論見書）をご覧ください。


